
都内医療機関等における看護職員等の就業実態、離職者の就業意向等を定期的に把握す
ることで、看護職員確保対策の基礎資料とする。

令和６年度東京都看護人材実態調査（案）

調査概要

調査目的

◆対象 医療機関や各種施設の看護管理者・従事者、離職者、教育機関、看護学生
◆内容 都内医療機関（養成施設）・看護職員の基本事項、昨今の課題に関する事項を調査

令和５年度 令和６年度

第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

看護人材部会 調査項目確認 調査内容報告 ・調査結果報告

看護人材実態調査 準備（調査内容整理・業者選定） 調査実施

スケジュール

集計・納品

主な調査事項（案） 管理者編
従事者編／
離職者編

教育機関・養成
施設編／看護
学生編

基本事項

○属性・経歴 ○

○施設種別 ○ ○

○人員体制 ○ ○

○職員の採用と離職の状況（勤務年数等） ○ ○ ○

○看護職員（教員）の労働条件 ○ ○ ○

○看護職員の夜勤・交代制勤務の状況 ○ ○

○育児支援・介護支援の状況 ○ ○ ○

○勤務形態の状況 ○ ○ ○

○労働安全衛生対策の状況 ○ ○

○退職後の就業状況（プラチナナース含む） ○ ○ ○

○修学資金の活用状況 ○ ○

新規事項

○専門的資格（特定行為研修修了者等）の活用（保有）状況 ○ ○ ○

○看護業務効率化に対する取組（ICT活用等） ○ ○ ○

○暴力・ハラスメント対策 ○ ○ ○

資料９


